




























































三 井 福 次 郎
Person advanced in age talented people practical use and labor immigration: 








































































































































資料出所：Lazear, E. P. “Why Is There Mandatory Retirement?” 

























































































































































































































































































転職者 転職前職 職場滞在年数 人数
営業 10 年以上  5 名
営業 10 年未満 5年以上  4 名
技術 10 年以上  2 名
技術 10 年未満 4年以上  2 名
生産管理 10 年以上  2 名
生産管理 10 年未満 5年以上  4 名
管理部門 5年以上  3 名
受け入れ側 職位




















や経済的条件を含む 13 項目が投入されている。詳しくは高木（2008）p.117 参照。３）＊は有意








転職（出向）動機は 役職定年になったので 10 名／ 22 名
会社の指示により 3名／ 22 名




56 歳から 59 歳 13 名／ 22 名












































































































































































































































ること。（広辞苑 第 2 版 1974 年 岩波書店）






行って仕事に就くこと。（広辞苑 第 2 版 1974 年 
岩波書店）給与は元の会社から支払われるが，
命令権は派遣された会社の組織にある。
４） 厚生労働省 2005 年 4 月 1 日 リーフレット。
５） 厚生労働省 2004 年改正高年齢者雇用安定法 法
9 条 リーフレット。
６） 厚生労働省 労働政策研究報告書 2010年 No.120。
７） 独立行政法人労働政策研究・研修機構「高年齢
者の雇用・採用に関する調査」結果 平成 22 年 3
月 29 日発行 p.1，p.5 より引用。
８） 注７）と同じ。
９） この表は高木 2008 p.117 を高木自身が講演のた
め要約した資料より出典した。2009 年 11 月 16
日「浩志会」11 月度月例会資料より。
10） ある会社に対してこれを支配するに足りる資本
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